〔研究所プロジェクト〕中国における「三農問題」の現状と展望―近年の政策動向，効果と課題― by 郝 仁平
〔研究所プロジェクト〕中国における「三農問題」
の現状と展望―近年の政策動向，効果と課題―
著者 ? 仁平
著者別名 HAO Renping
雑誌名 アジア文化研究所研究年報
巻 46
ページ 300(3)-286(17)
発行年 2011
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00009241/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
???????????????????????????????????
〔論文〕
の現状と展望*「三農問題」中国における
平期:
効果と課題一近年の政策動向，
はじめに
1980年代以降，中国は改革・開放政策の実行を背景に， i世界の工場」として世界平均を大幅に
上回る高度経済成長を続けている。こうした30年間にわたって高度経済成長を続けた結果，世界経
済における中国経済の相対的地位を向上させたとともに，国民生活の量的・質的改善をもたらした。
中国が2010年に GDP規模(米ドル換算)で日本を抜き 世界第2の経済大国に躍進した。 GDP規
模の拡大にともない 1人当 GDPも着実に上昇した。改革開放直前の1978年にわずか226ドルだっ
た中国の 1人当たり GDPは， 2006年に2000ドル台，そして2008年に3000ドル台へと拡大し 2010
年に4，328ドルまでに増えた。 1978年の GDP額を100とする指数でみると，改革開放の30年間，中
国の 1人当たり所得は約18倍も伸びた。一方，経済成長の恩恵は都市住民と農村住民の聞で等しく
行きi度っていない。急速な経済成長に伴いエネルギーの大量消費や環境汚染，三農問題(零細な農
業，貧しい農民，未発達な農村)や所得格差の拡大等，急速な発展に伴う社会の歪みが深刻になり
つつある。特に経済発展の著しい沿岸部と貧しい農村部との経済格差の問題は，中国の経済社会の
持続的発展を脅かす不安定要因の 1つとなっている O
中国はいまだ6億余りの人口が農村部に住み，全就業者数の4割弱が農業に従事しいわば農民国
家である。農村部の不満が暴動や集団抗議行動といった形で暴発すると，中国社会の安定と共産党
政権の存続そのものを危うくする可能性があると考えられる。 2002年1月の第16回党大会で発足し
た胡錦涛・温家宝政権は，農村部の経済発展と格差の解消を最優先の政策課題として， 2004年から
2009年まで6年連続に「中央1号文件」で「三農問題Jを取り上げ，農民の増収，農村部のインフ
ラ整備，減税，教育の無償化等の政策を進めている。これらの施策により農民の経済的状況は改善
の傾向を見せ，都市・農村の所得格差の拡大ベースは鈍っているものの 縮小への転換点にはまだ
辿り着かずにいる。
現在，農村部においては相当な不満がたまっており，集団抗議行動や暴動が頻発している。今後
中国経済が減速し社会的混乱の方向に向かつて行くのか，あるいは政府の対策が功を奏して安定的
な持続的成長を維持できるのか，農村部の動向が主要な要因の 1つといえる。そこで本稿では，近
年三農問題をめぐる中国政府の政策動向を取り上げてその効果と課題を検証し，中国における三農
問題の実態及び将来の展望について考えたい。
。三農問題をめぐる政府の政策動向
1990年代半ば頃以降，国内外を問わず¥経済と社会の転換期にある中国の「三農問題Jに対する
関心が急速に高まっている。三農問題とは，現代中国における複合的な政治的，社会的，経済的課
題で， i農業Jの低生産性， i農村」の荒廃， i農民」の貧困のという「農Jが抱える 3つの問題を
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指す。そして「三農」問題を生み出した背景は，希少な耕地資源に対して膨大な人口及び労働力を
抱えているという自然要素賦存の要因と，戸籍制度などに基づいた都市・農村の二重社会構造とい
う人為的な制度要因であることが，すでに多くの研究によって明らかにされた。
周知のように，中国の農村経済改革は， 1978年に安徽省，四川省などの地域で農家生産請負制の
導入が始まった。しかし 80年代半ば頃以降，経済改革の重心が固有企業や都市部に移り，さらに
市場化改革の進展に伴い，経済発展に取り残された農村や農民集団に存在する一連の問題が爆発的
に噴出している。人口と計画出産，収入と過重負担，余剰労働力の配置と移動，教育，農村社会保
障など様々な問題が表面化し日々複雑化を増している。特に1997年以降，農村住民の収入は7年
連続で低成長を続けた。その結果都市と農村の格差は拡大し 農民達が政府に対する不満が高ま
りつつあった。そんな中で，中国政府は大変強い危機感を募らせるようになり，農村経済の課題を
ただ単に農業問題だけに限定せず，広く「三農」問題，すなわち農業，農村，農民の問題として捉
え， 1三農」問題の緩和と解決に乗り出した(1)。
しかし 2003年までの江沢民・朱舘基政権は10年以上に亘る政策の舵取りにおいて，市場化の推
進，競争原理の導入による効率化に終至した。「三農」問題については，農民達の不満を和らげる
ため，農村での税・負担金徴収制度の改革など農民の負担を軽減する政策を打ち出したものの，改
革の重点はあくまでも都市部および国有企業の改革であった。特に当時の朱舘基首相が国有企業改
革・行政改革・金融改革(いわゆる 3つの改革)を1998年から 3年以内に解決を目指しこれまで
タブーだ、った固有企業の民営化と固有企業余剰労働力のリストラに着手した。その結果，固有企業
改革の進展や改革開放の深化により，都市部・沿海部の都市部が急速な成長を見せたものの，失業
問題の深刻化，所得格差の拡大などにより社会全体の安定性が崩れたのである。実際， 1998年の三
大改革及びul年12月の WTO加盟以降，所得格差，とりわけ農村部と都市部の所得格差はもっぱら
拡大の一途を辿り，国民の間で不満が増幅しているのである。
こうした背景のもとで， 2003年3月に発足した胡錦涛・温家宝政権(2)は，江沢民・朱錯基政権の
路線を見直し従来の「先富論J.効率優先に示されるような市場化や私営化改革を中心とした改
革を見直し，国民の不満を緩和するために， 1調和のとれた杜会作りJをスロ}ガンに，社会保障
やセーフテイネット，公共サービスの充実，格差是正・機会均等をめざしなど「親民的」な政策を
打ち出した(3)。その一環として 都市・農村格差の是正 三農問題の解決に向けて本格的に取り組
んできた。その象徴の一つが現政権になってから， 2004年以降2009年までに6年連続に「中国共産
党中央1号文件」で「三農問題」を取り上げたことである。周知のように， 1党中央1号丈件」は
年頭に示されてきた，農政に関する中国共産党の基本方針である。すなわち一連の「党中央I号文
件」は，いずれも前年末に開催された「中央農村工作会議」における基調報告にもとづく年頭のメッ
セージであり，例年の場合は「農民所得の増加j，05年は「農業総合生産力の拡充，二つの減免・
三つの補助j，06年は「社会主義新農村建設j，07年は「農業近代化の促進j，08年は「農業インフ
ラ整備の強化j，そして09年は「農業の安定的発展と農民の持続的増収」という形で，標題におい
て政策目標が要約される(表1を参照)。
実際，こうした農政に関する「党中央I号丈件」は，実は80年代前半にも同様に通達されたは)。
当時，全国の農村における集団農業から個別経営への制度変化や流通規制の緩和を追認するものと
して，いわば経済改革を保障するものとして大きな意味をもった。その後初年ほどの中断の後，胡
錦涛政権になって再び復活した。逆にいえばこの間，農村で先行した経済改革が一服し改革が第
二次産業，第三次産業などの非農業に傾斜するとともに， 11号文件」による通達の必要性がなく
なったという経緯があった。胡錦涛時代における農村政策に関する「党中央1号丈件」の復活は，
その意味で政策基調の変化を如実に物語るものであった。
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表1に示されたように，現指導部は，持続的成長及び社会の安定性の観点から三農問題の解決を
すべての政策課題の中で最重要課題として位置づけており.04年以降6年連続で. i中央1号丈件」
として取り上げ，新たな政策を相次いで実施している。その目指す目標を具体的に列挙すると.i農
民の負担減と所得増J.i農業の振興J.i農村の経済成長」といったことである。まず. i三農問題」
の農業の課題解決に向けた取組を見ると. 1)地域の特色をいかした農業生産を推進. 2) i土地
請負経営権J(5)の流動化による農業経営規模の拡大. 3)農業用機械，優良種使用の農家に対する
政策的補助の強化. 4)食糧生産に対する補助金の規模の拡充等により，農業生産性の向上・生産
の安定化を図ることとしている。次に，農民・農村の課題の解決に向け. 1)農業税の前倒しでの
廃止. 2)生産資材価格の安定，農産品価格水準の維持. 3) i飲料水安全プロジェクトJ.i農村
胡錦涛・温家宝体制における「三農問題」解決に向けた主な施策
2003年 3月 胡錦涛国家主席一温家宝首相体制が発足。
10月 農業部が「中国農村貧困撲滅綱要」を公布.2010年農村の貧困撲滅の目標，基
本方針，援助対象・内容と方法，関連政策などを明文化。
2004年 1月 三農問題を党の最優先課題として共産党中央，国務院が「農民の収入増加を促
進する若干の政策に関する意見J(1号文献)を全国に通達。
3月 第10期全人代第2回会議開催. 5年以内に農業税の撤廃，中央財政が補助金と
して年間100億元を拠出し食糧生産農家に直接交付することを決定。
6月 「食糧流通管理条例」が公表，国務院・地方政府は食糧リスク基金を設立し備
蓄・食糧市場の安定などを図る。
2005年 1月 共産党中央，国務院 1号文献「農村経済を一層強化し農業の総合的生産力を
高める若干政策に関する意見」を発表。「多く与え，少なく取り立て，活性化するj
方針を堅持し農業支援策の充実，強化を図る。
3月 全人代にて，農業税の2年前倒し実施を発表。
11月 共産党中央第16回大会5中総会で 「社会主義の新農村建設」を推進することが
決定。
12月 第10期全人代常務委員会大19囲会議で.2006年1月1日より「農業税条例」を
撤廃すると決定。
2006年 1月 1日より農業税が廃止。
2月 1号文献「社会主義の新農村建設を推進するに関する若干意見」を発表。
3月 全人代にて第11次5ヵ年計画において，農業インフラ整備の強化，農村医療・
教育の充実などが発表。
2007年 1月 1号文献「農業の近代化を積極的に推進し社会主義の新農村建設を促進するJ
が発表，農業の機械化と情報化を推進し農業の土地・労働生産性を高める。
中国農業銀行，農村信用組合などの農村金融改革の深化。
2008年 1月 1号文献「農業インフラ整備を強化し農業の発展及び農民の増収を促進する」
が発表。
10月 共産党第17期三中全会で農村の土地改革などの方針を盛り込んだ「農村改革を
推進するための若08年の2倍にする」ことを目標に掲げ，農民の土地請負経営権(使
用権)の自由取引が認める。
2009年 2月 1号文献「農業の安定的発展と農民の持続的増収を促進する若干意見Jが発表，
「あらゆる方法で農民収入の増大を進めなければならない」と強調。
表1
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電力網プロジ、エクト」等の財政支援拡充による遅れた農村部のインフラ整備の推進， 4)段階的に
農村部における義務教育生徒の学費，雑費の全額免除の推進， I新農村合作医療制度J(6)のモデル
地区の拡充や中央・地方財政補助の引上げ等によるソフト・インフラの整備等を進めることとして
いる。
その効果
2. r三農問題J問題解決への取り組みとその効果
ここでは，近年中国政府が「三農」問題の緩和と解決に向けた主な施策を取り上げて，
と課題を検証してみたい。
2.1 税費(負担金)の制度改革
改革開放以来，農民の所得向上を阻んできた要因の 1つが，農民への重い税・費負担である。こ
の背景には，地方政府への権限委譲が進み，郷鎮政府は義務教育・インフラ建設等様々な行政サー
ビスの提供を義務づけられているにもかかわらず，中央政府から十分な財源移転を受けられていな
いといった財政配分のアンバランスがある。改革開放前の人民公社時代においては，農民には税費
負担問題は存在しなかったが，農家請負制の導入により，農民が独立した経済主体となった。そし
て1983年以降人民公社が廃止されたと同時に，独立した財政ももっ郷鎮政府が設立された。それに
より，農民は農業税等の税金に加え，郷鎮政府や村民委員会(農村の自治組織)が徴収する様々な
上納金，義務労働の提供等様々な名目の負担が課せれてきた。 2001年以前，法律に定められた農民
負担の種類は，農業税，農業特産税，牧業税，耕地占用税，不動産契約税の5種類の農業税のほか，
郷鎮政府に納める 5種類の賦課金，村民委員会(村政府)に納める 3種類の賦課金(費用)などが
あった。しかしこれらは農民が各級政府へ支払う負担の一部に過ぎず，実際には「乱収費jとい
う制度外の費用などが無数に存在したと言われる。このように， 1980年代半ば頃から農民の税費負
担が増大し 1994年に分税制が実施されたことにより，農民負担問題はいっそう深刻化した。ある
推計によれば， 2000年頃に農民収入に占める税費負担の割合は12%に達したとされる (7)。この重い
負担に耐えかねた農民と地方政府との聞にしばしば緊張関係をもたらしている。
2000年以降，農民の負担を軽減するため，中央政府は地方政府が徴収する各種費用を農業税に一
本化させること，さらに農業税の段階的廃止等を内容とした「税費改革」を，安徽省でテストした
のを皮切りに， 2003年から全国で実施している。これによって，農民の負担は農業税(あるいは農
業特産税)と農業付加税に集約され，それ以外の費用徴収などは非合法なもので，農民が不当な費
用徴収を容易に拒否できるようにした。そして胡錦誇政権は「三農問題」を最重要課題と位置付け，
その中でも「税費改革」に積極的に取り組んできた。 2004年には農業税の5年以内の全面廃止，葉
たばこを除く農業特産税の廃止を決定し，さらに2005年3月の全人代において農業税廃止を2年前
倒しし， 2006年までに実施すると次々に表明した。そしてこの改革は， 2006年の農業税の全面廃止
をもって一段落した。
こうした税費改革は農民負担の軽減に大きな効果が上げた。中国政府によると，総額1.200億元
あまり(農民1人当たりでは160元)の負担軽減につながったという。またミクロレベルでの「農
村家計調査」をみても， 2000年頃から税費支出額は大幅な減少基調で推移し 2005年の農村世帯1
人当たりの税費支出額は13.1元，総支出に占める割合は0.3%と， 97年のピーク時(金額では108元，
総支出に占める割合では4.3%)に比べて大幅に縮小したという (8)0
以上のことから，農業生産に対する税金(農業税)の撤廃を中心とした「税費改革」は，農民の
負担軽減を達成したことから，総じて高い評価が与えられる。しかし農業税や負担金を撤廃するの
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は， もともととってはならないものを取らなくなったことを意味することだけで，農民の収入増に
は大した貢献になると考えにくい。その理由は，税金減免分は1世帯あたりぜんぜん100元弱で，
もらえる方がもらえない方よりいいという程度であった。その意味で，農業税の廃止は農家収入増
の視点から見れば，経済的な意義より政治的な意味(政府の「親民政策」の姿勢を示す)が大きい
と考えられる。
???
2.2 労働移動制限の緩和と戸籍制度の改革
農民所得が低迷している要因として農村の過剰労働力の問題がある。そのため農家の所得低下と
農村・都市の所得格差を是正するためには，およそ1.5億人ともいわれる農村部の過剰な労働力を
削減し， 1人当たりの生産規模を拡大する必要があり，そのためには，農村部から都市部への労働
移動の促進や都市化等を通じて非農業分野での雇用を創出・拡大することが求められている。しか
しながら，中国にはこれまで自由な移動や就業を妨げる戸籍制度及びそれに付随する各種の制度的
要因が存在している。
改革開放の初期において農村労働力の農外移出は農村地域で発展してきた郷鎮企業の雇用増大の
形で行われてきた。郷鎮企業の雇用者数は， 1983年で、は3235万人だ、ったのが， 88年には9545万人へ
となった。その後， 92~93年の改革加速期を除けば，雇用者数は波を打ちながら， 96年に1.35億人
とピークを打って，その後減少に転じた。一方，農業分野の余剰労働力があまりに巨大なため，厳
しい戸籍制度の下でも，改革による経済の活性化とともに，都市部や沿海地域へ出稼ぎに出る農家
が80年代半ばから現れるようになった。出稼ぎ者は数十万人から数百万人へと， 80年代末から90年
代初頭にかけて第一次出稼ぎブームが形成された。
こうした出稼ぎの農家の群れに対して，当時，都市部住民も政府も戸惑いを感じ，この人たちを
「盲流」と呼び， 89~91年の聞に農家の出稼ぎを制限する政策すら採られた。「盲流」から「民工」
に呼び名を変えたのは，部小平が改草促進を呼びかける「南巡講和」の92年以降であった。その後，
中国政府も社会も，農家の出稼ぎを中国経済発展のプラス要素として受け止め，その出稼ぎを秩序
あるものに整備しようとした。また， 97年に農村人口の小都市への移出を促進するために，中国政
府は小都市の戸籍制度の改革に関する方針を出した。しかし 2000年頃まで，既存の大都市・中型
都市においては，農家の出稼ぎを認めるものの，あくまでも出稼ぎに止まり，一定期間の出稼ぎを
終えたら，本拠地に帰らせることを政策の基本としていた。
こうした政策は2001年からその転換期を迎えた。同年3月の全国人民代表大会で採択された第十
次五ヵ年計画 (2001~2005年)では，今後 5 年かけて，これまで40年以上続いた人口の自由移動を
制限する戸籍制度を沿海地域から順次廃止していくことが表明された。現時点では，全国の2万以
上の小都市(主として県以下の中心都市)では，農家の就職と移住に関して制限が緩和され，一定
の条件(固定した住所，安定した職業・収入源等)を有する農民は都市戸籍を取得できるようになっ
た。現在のところ，戸籍制度の改革が進んでいるのは，全国の小都市及び広東省 i折江省，江蘇省
など民間経済が発達している地域である。ただし北京・上海等の大都市の戸籍取得は依然厳しく
限定されている。例えば，都市戸籍がもらえるのは，その都市で一定の金額の投資をした人，一定
の金額の住宅を購入した人，安定した職業を持つ人など，いくつかの厳しい条件をクリアした人に
限る (9)。
このように，形式的には戸籍制度は緩和されつつあるものの，依然出稼ぎ農民の多くは都市での
就職や生活，教育，社会保障等の面で厳しい待遇を受けている。 1)移住制限が緩和された中小都
市は，依然制限が厳しい大都市に比べ公共サービスが不十分なため，農民移住者にとって魅力的で
はないこと， 2)大多数の貧しい農民にとって都市戸籍の取得条件は依然厳しいこと， 3) これま
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で地方政府の税収源であり出稼ぎ農民から徴収していた「臨時居住費J，I出産管理費」等の課徴金
制度撤廃に地方政府が抵抗していること， 4)多くの農村では第二子出産まで認められているが，
都市戸籍を取得した農民には1人っ子政策が適用されること等，農民の円滑な労働移動の実現，都
市・農村聞の二重社会構造の解消を図る上で戸籍制度改革にはいまだ多くの障壁が残っていると指
摘している(叩)。そのなか 2007年10月に開催された17期三中全会において，農地使用権の移転を容
認すると共に，農村からの出稼ぎ労働者の権利保護，農民工が年への秩序ある移動の推進などの新
たな政策が公表され，戸籍制度の改革を本格的に動き始めた。
2.3 土地制度の改革と農地の流動化
新中国が成立初期，地主から取り上げられた農地は無償で貧農たちに配分された。その後1950年
代半ば頃までの中国農村には土地私有制下の自作農制度があった。しかしその直後の合作化，人
民公社運動ですべでの農地は生産隊の集団所有となった。以来，農村改革で農家経営制度が確立し
た後も，農地の集団所有制は変わっていない。
いまの中国農業は，集団所有の農地を農家が請け負って経営する形を採っている。農業生産請負
寄りが導入された当初，農地が生産隊内のメンバー間で均分された。こうした改革は途上国に見られ
る土地なし農民層の貧困化は回避したものの，均質的な小農経営が余りにも非効率的であることも
明らかにである。そして農地の流動化を促進し競争力ある大規模経営農家を育成するために，中
国政府は1990年代半ば頃に，農地の請負制期間をさらに30年延長することを決めた。しかし毛沢
東時代の土地改革も，部小平時代の家族経営請負制も，江沢民時代の請負期間を30年に延長するの
も，すべて土地の均分を前提とする制度の設計であった。こうした土地制度や戸籍制度の制約に
よって，中国では改革開放以来，大規模な労働力の産業間移動が起きているにもかかわらず，農家
世帯数はまったく減少していない。これは農業の近代化がなかなか進まず，農家経営の効率向上に
より所得増加を阻害する要因の1つで，三農問題を生み出した要因の1つでもあると考える。
2002年，農地の流動化を促し，大規模経営農家を育成するために，土地の経営権の有償譲渡を可
能にする「農村土地請負法」を制定した。しかし表2に示されたように，沿岸部の一部の地域を
除き，農地の流動は限られている。 2006年の時点で中国全体として土地流動化率は一割弱の10.8%
にすぎに，大幅な上昇は観察されていない。これは多くの農村において農家人口増に伴い，核家族
化による土地の再分割化が進むとともに，兼業農家が増加したことに加え，社会保障制度が未整備
の状況下において農地は農民にとって最終的な生活保障との意味合いが大きいためであり，現状で
は農地の集約化により農業経営の効率改善は進んでいないといえる。
こうした農地の集約化が進んでいなかった実態を踏まえて，最近， I三農問題」を解決の切り札
として，農民が持つ農地の請負経営権(使用権)を自由に移転，流通させる政策を打ち出した。
???????????????????????????????????
単位:%
貸出世帯比率 借入世帯比率 耕地面積に占める流動化率
全国合計 6.9 8.2 10.8 
東部地域 9.2 5.5 7.5 
中部地域 5.1 7.7 8.0 
西部地域 6.1 10.7 9.5 
東北地域 5.7 13.8 20.6 
農業土地流動化の進展状況表2
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国家統計局 (2008)r中国第二次全国農業普査資料綜合提要Jより作成。
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2008年10月に開催された17期三中全会において 中国の今後の農村改革の方向性を示した「農村の
改革・発展を推進するに当たっての若干の重大な問題に関する決定」が採択され，農地の流動化に
関する政府の新しい方針が打ち出され 内外の注目を浴びている O
「決定」では，①土地の集団所有制を変えてはならない，②農地の用途を変えてはならない，③
請負農家の権益を損なってはならないことを条件に， I土地請負経営権の流通市場を確立，整備し，
法令順守・自由意思・有償の原則に従って，農民が下請け，賃貸，交換，譲渡，株式合作(株式会
社と組合の折衷型)などの形で土地請負経営権を流通させることを認め，さまざまな形の適度の大
規模経営を発展させる」と明記している。このことは，農民が請け負った土地を自分で耕作するだ
けでなく，賃貸料をもらいながら他人に耕作させることも，売却することも可能になることを意味
する。また， I決定」では，土地請負(使用権)の期限に関して， 30年から70年へと延長され，従
来の「長期不変」から「長久不変」に変更され，制度の安定性が強調されている。
また，これに合わせて「決定」では戸籍制度の改革を進み，都市部に定着した農民には戸籍の変
更を認め，彼らが都市への秩序ある移動を推進する方針を明確にした。さらに農民が融資を受けや
すくなる金融改革や社会保障制度の整備など，都市住民と同等の権利やサービスが得られるように
する幅広い制度改善が盛り込まれた。
このような土地制度および戸籍制度の改革に関する新たな政策は，農村地域を越えて，中国社会
全体の中で農業・農村・農家という三農問題を解決し， 1978年からの30数年間の改革の過程で避け
てきた二重の社会構造問題を，根本的に是正していくという中国政府の決意の表明である。ただし，
毛沢東時代から長年定着してきた戸籍制度や土地制度だけにその改革が一朝一夕に実現できるもの
ではない。特に農民の土地請負経営権の自由取引による農地の流動化は.実質的な土地私有制の方
向にあるとも解釈でき，運用次第では「大地主」的な存在や多数の離農者・失地農民が出現するこ
とが予想される。これは「土地はすべて国家のもの」という社会主義の原則に関わる問題である。
そのため，共産党内部から請負経営権の売買は「土地の私有化につながりかねないJという批判も
依然根強く存在している。 08年10月の「三中全会」では土地流動性関する決定が採択から 1週間後
に公表されたこと，また土地請負権の取引を「売買」とは呼ばずに「移転」と表現していることか
ら，党内部に強い抵抗があったと推測できょう。また，農地使用権の保障は，これまで強制収用で
開発のうまみを分け合ってきた地方政府や開発業者などにとって不利益につながる可能性もあり，
土地改革はこうした既得権益層からの反発にさらされる可能性もあると考える。その意味で，農地
の流動化を促進する改革を今後政策としてどう具体化していくか，胡錦詩政権の真価が問われょ
っ。
九
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3 都市・農村間格差の現状と課題
近年，中国の著しい経済成長の「光」に対して，所得分配の悪化は高度成長の「影」として国際
社会から熱い視線を集めている。なかでは，特に拡大をし続けている都市と農村の格差問題に対し
て，学界もマスコミも関心が高く様々な視点から研究を行われてきた。しかし所得格差の実態と
原因は極めて複雑で多岐にわたり，また経済統計の数値には表れないもあるため，認識における偏
りが生じやすい。現在，中国における所得格差と貧富格差は，すでに誰も目を逸らせないほど深刻
化しているが，都市・農村間格差の現状について，その規模，方向性および原因をめぐって，学者
の聞でも意見が異なり現在も論争が続いている。
中国では，農村と都市聞の格差は2つ側面を内包するものと考える。 1つは農村住民の所得の相
対的，絶対的低さに由来する経済的格差であり， もう 1つは2等国民扱いの政治的権力の格差であ
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こうした経済的・政治的側面を含めて，都市・る。ここでは，以上で示した政策の動向を踏まえ，
農村間格差の実態問題の所在を考察したい。
3.1 改革に伴う所得分配の不平等化
一般に. 1人当たり所得水準と所得分配の不平等度(ジニ係数(11))との聞には，逆U字型の相
関関係が存在すると言われている。すなわち，経済発展するにつれ，所得水準が上がると伺時に，
階層間の所得分配は不平等の方向に向かう傾向があるが，所得が一定の水準に達すると，その後の
所得分配は平準化する方向に転ずるという。
中国共産党第11回党大会第3回中央総会に始まった改革開放は，農村の経済体制改革を突破口と
した。農家生産請負責任制は人民公社に取って代わり，農民の生産意欲を大いに刺激して農村経済
の飛躍的な発展を遂げ，農民の経済収入は大幅に増えた。農村改革の成功は，都市部が市場経済に
向かった改革を進めていくために経済的，社会的，政治的基盤を提供した。 1984年，改革は農村か
ら都市へと全面的に展開されるようになり，その後郷鎮企業の勃興は農村経済の発展に新たな生命
力を吹き込み，農村経済は再び発展期に迎えてきた。
しかしその過程で社会主義制度の性質が問われるほど大きな社会問題が浮き彫りになった。そ
れはほかならぬ国民経済が画期的な変貌をとげつつある中で急速に拡大する都市と農村の所得格差
である。国家統計局の家計調査によれば.1978年，不平等度を表すジニ係数は0.27で，異常なほど
小さかった。その後，分配政策などの変化で，都市と農村における階層聞の所得格差が拡大し，ジ
ニ係数も1988年に0.38.2000年に0.41に達した。 2000年以降中国政府は富格層の所得把握が難しい
ため，全国のジニ係数を公表しなくなったが，世界銀行が2009年に0.47.北京師範大学収入分配・
貧困研究センターが2010年に0.49とするなど，様々な推計値が発表されている(ω。
国際的にはジニ係数が0.4というのが1つの警戒ラインがあると言われている。つまりジニ係数
が0.4を超えてしまうと，社会が不安定に陥ってしまう可能性が高い。こうした所得格差の拡大は
社会不安の一因ともなっている。例えば，中国の都市部では，一時帰休者や失業者，農村部からの
出稼ぎ労働者を中心に労働争議件数，労働争議当事者(参加者)数ともに増加傾向にある。また，
農村部でも，大規模な地方のインフラ開発等に際し，違法な土地収用等に抗議する事件が発生する
こともある。近年中国におけるこうした「群体性(集団性)事件Jは増加傾向にあり，参加人数も
急増している (13)
???????????????????????????????????
3.2 農民と都市部住民との所得格差
まず，農民と都市部住民との所得格差の推移を見てみよう。図 1に示されるように，都市・農村
聞の所得格差はいまに始まったわけではなく，実際のところ1949年の新中国成立の時代から始まっ
ていた。改革開放直前の1978年には都市住民の所得はすでに農村住民の約2.6倍であった。その要
因は様々であるが，主に政府の重工業主義戦略および都市・農村聞の隔離戸籍制度の導入などの政
策により生じたといっても過言ではない。重工業優先の発展戦略のもとで，都市住民の生活を保障
するため，政府は工業製品価格を高く，農産物価格を低く設定する差別価格政策(いわゆる「鉄状
価格差J(凶)を取っていた。これより農民の利益が大きく減り，都市・農村問の所得格差は拡大し
た。また前述した戸籍制度に都市・農村の二重構造(社会)が形成され，都市住民・農民の格差を
固定化した。
そして1978年の改革開放以降，この格差はさらに拡大した。 1980年代前半まで，改革の中心は農
村・農業であった。人民公社の解体や農家経営請負制の導入といった農民の生産意欲を喚起するた
めの改革が実施され，それが農産物の生産増加及び農民の収入の増加へとつながり，都市との所得
10 
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資料:国家統計局『中国統計年鑑2010jより筆者作成
図1
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格差は1985年には1.86倍縮小した。
しかし 1980年代後半に入ると，政府の改革の重点は農村から都市へと移行し特に1990年代に
入札市場化・国際化の進展による都市経済の急速な成長は農村との所得格差を再び大きく拡大さ
せ， 1994年には2.9倍になった。その後政府が農産物買付価格を引き上げたことによって一時的に
農家所得は上昇したものの，その後の食糧増産による供給過剰が逆に食糧価格低下をもたらし農家
収入は減少，また農村部雇用の受け皿となっていた郷鎮企業の低迷による賃金収入の減少等があい
まって，農村所得が更に下押しされた。この結果，再び都市との格差は拡大し 2007年には格差が
3.3倍と過去最大となった。 2008年には縮小する方向に転じ， 3.17倍に下がり，格差が縮小する動き
が見せたが， 2009年には再び3.23倍まで上昇した。
図1から注目すべき点は， 1)中国の抱える都市・農村聞の所得格差一時期の絶対値ではなく，
中長期的に見て急激な上昇傾向にある， 2)全期間を通じて都市住民1人当たり実質所得の伸び率
がかなり高い水準で、安定しているのに対して，農民のそれが農業改革初期に高い伸び率を示しただ
けで、あって， 1985年以降都市住民のそれを下回っているという事実である。 3)こうした所得格差
の拡大は90年半ば頃急上昇した傾向にあるが， 2004年以降拡大ベースが鈍っており， 2008年にはわ
ずかではあるが縮小し始めた。 04年以降，農村住民の一人当たり現金純収入伸び率が，都市住民の
一人当たり可処分所得伸び率とほぼ並ぶ水準となり，格差拡大に歯止めが掛かつてきた。この背景
には，胡錦龍・温家宝政権の下で実施されてきた一連の「三農問題」対策がようやく効果を発揮し
始めたと考える。
ここで， 2つの点に注意しなければならない。第1に，同じ「所得」という概念を使っているが，
農村住民のそれは収入総額から生産コストを差し51いた純収入であって，税・負担金を納めるのは
もちろんのこと，生活消費に充てたり，次期の農業生産資材等を購入したりすることにも使われる。
それとは対照的に，都市住民のそれに所得税と社会保険料などを差し引いた，自由に使える可処分
所得である。第2に，非農業戸籍の都市住民に対して，医療，年金，住宅，教育など様々な福祉給
付が制度的に保障されているが 農業戸籍の農村住民はほとんど自助努力でそうした問題に対応し
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ていく以外方法がない。それらの統計数字で表れていない部分も含めるならば，都市と農村の格差
は保守的な推計でも最低5倍以上に拡大しているという指摘もある (1九しかし一部学者は都市・
農村聞の物価，生活水準などに関する差を顧慮すれば両者の格差ははるかに小さいと主張してい
る。例えば， 2002年における都市・農村間格差は名目値で3.1倍であるが，実質値では2，3倍に縮小
するという(回。このような統計データの違いによる都市・農村間格差の論争は現在も続いている。
もちろん，都市と農村の格差が全国とこでも同じ水準というわけではない。実際，農村の中でも
地域聞の所得格差が存在している。結局，農村・都市聞の所得格差は，地域聞の経済開発と関連す
る形で変化することとなった。また，経済発展が進んで、いる地域であるほど，そこにおける農村・
都市聞の所得格差が相対的に小さいことが確認できる。また，全国の各地域の1人当たり国内総生
産とそれぞれにおける都市住民対農民の所得倍率の関係を調べたところ，所得水準が10%上がる
と，都市住民対農村住民の所得倍率が2.75%縮まることがわかった(へこの統計的事実から，地域
内の都市・農村格差を縮めていくためには，経済の発展こそが最重要の課題であるという示唆が得
られる。
3.3 都市・農村聞の消費格差
一方，国民収入または国内総生産を支出面から見た場合，都市住民の農民の消費格差が所得格差
と連動していることが分かる。1)都市住民の農民の消費格差に所得格差以上の隔たりが存在する
ことが分かる。人口の約4割を占める都市住民の 1人当たり平均可処分所得は， 09年に年間1万
7，715元である。一方，人口の約6割の農村住民の純収入は09年に年間5，253元であり，都市住民の
3割強の水準にとどまっている。 2)農民の農業所得が向上するに伴って，消費支出も増加し都
市住民との格差が縮小の方向に向かっている。前述したように， 2002年以降，中央政府が本格的に
農民負担の軽減を中心とした三農問題の解決に努力した結果，農民は農業をしても儲からない，と
いう最悪の状態からようやく脱却することができた。 2002~09年の農民 1 人当たり年間消費支出の
実質伸び率は年平均8.4%増となり， 92~0l年の同4.7%増を大幅に上回った。ちなみに， 02~09年
における都市住民 1人当たり年間消費支出の実質伸び率は年平均9.4%増となり，農村を 1ポイン
ト上回ったが，都市と農村の消費格差は農業税の撤廃が開始された例年の3.35倍をピークとして低
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下傾向にあり， 09年は3.17倍と縮小した。
生活水準を測るには，エンゲル係数(附をよく使われる。図2に示されるように改革開放以来，農
村住民のエンゲル係数は常に都市住民のそれより高い水準で推移してきた。格差の最も大きい年に
は，両者の聞きは10ポイント位に達している。改革開放初期の1980年代では，農村改革の効果とし
て農民の収入が増え，両者間の格差が一旦低くなったが，その後改革政策の重点が次第に都市部に
移行するにつれ，都市部住民の所得が飛躍的に増え，生活水準が多く向上した反面，農村住民の所
得の増加が伸び悩んでいる。その結果，エンゲル係数における格差が増加傾向に転じた。
九。
3.4 政治的権利(地位)の格差
中国における都市・農村聞の経済格差が長年存続した背景には農民の政治権利が厳しく制限され
たことが挙げられる。 1990年代以降，中国では経済発展論で論じられる「二重経済」にならって，
都市と農村の二重構造論が幅広く展開された。その中で，戸籍制度及びそれにベースとした食糧配
給，住宅，教育，就職，医療，年金，労働保障，人事，兵役，婚姻，計画出産といった制度の仕組
み， とくにそれらの制度が都市住民と農村住民をそれぞれとどのように扱っているか， どのような
問題を抱えているのかを詳しく分析して，都市と農村の二重構造が存在することが明らかにした(19)。
毛沢東時代の計画経済体制下では， 1958年公布，施行の「戸籍登記条例」により農村から都市へ
の人口移動が1980年代初頭まで非常に難しかったが，改革開放以降，市場経済化が進みにつれ労働
市場の存在も容認されるようになった。農村地域では郷鎮企業の急成長で多くの非農業雇用機会が
創出され， 1億人以上もの農村労働力が非農就業者となった。また90年代以降内陸農村を中心とす
る後進地域から大勢の出稼ぎ労働者が沿海の都市部に移動できるようになったものの，戸籍の転換
および地域間での転出入が制限されたため，求職，就業，賃金，失業・医療・年金などの社会保障
において農民戸籍の出稼ぎ労働者が酷い差別を受けている。農業とは全く無縁の仕事に日常的に従
事している郷鎮企業の従業員，都市部に移動した農民出稼ぎ労働者，あるいは農民出身の企業経営
者でも，彼らは農業戸籍を持っているために 農民労働者や農民企業家と呼ばれている。「農民」
であるなら都市部に住んでいても，都市住民を対象とした様々な行政サービスを受けることができ
ない。また，農村に住み，実際に農業に従事する本当の農民は，教育，医療保険，老後の社会保障，
就職などの面で，都市住民と同じように国民としての権利を保障されておらず，いわば「二等公民」
のような扱いを受けているのが現状である。
また， 1995年の改正「選挙法」では，県以上の各級人民代表大会(議会)の代表選挙に当たって
農民の 1票の重みを都市民の4分の1とすることが定められている。すなわち，中国では，農民は
制度的に差別され，都市部では不公平な取り扱いを受けているにもかかわらず，農民はその不満を
訴えるところすらない。例えば， 日本の国会に相当する第10回 (2003~2008年)全人代の構成を見
ると，約3000人の代表のうち，共産党幹部や役人は半分以上を占めているのに対して，労働者・農
民代表の割合が2割未満 (18，9%)である。ちなみに毛沢東時代の第8固まで，農民の代表者数が
2割以上を占めていたが， 80年代以降徐々に減少され現在1割未満となっている。いまだ6億余り
の農民がいる中国では，その代表者数が少なすぎることが明白である。特に 1億4千万の出稼ぎ労
働者が2008年度までに 1名の代表者もなく， 2009年3月の第11回全人代においてようやく 3名の
「農民工」代表が選出され，大きな話題となった(判。
開発経済学では，貧困問題は政治的に市民権が付与されていない社会階層は窮地に追い込まれ，
それによって所得格差が拡大するといわれている。中国の農民はまさに市民権を持たない存在であ
り，改革開放政策の成果を平等に享受していないといえる。移住，職業選択の自由が制限され，就
職や社会保障で差別を受けさせられでも，それを変えるための政治行動が取れないということこそ
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が農民問題を生み出した最大の要因であろう。このような政治的権利(地位)の格差問題は長期的
に見れば，中国社会の不安要因となりうると考える。
以上のように，胡・温政権が三農問題の解決に向けて多大の努力を払っていることは事実である。
特に農業税の廃止など一連の改革により 農民達の負担が大幅に軽減され，農村における医療保障，
インフラ整備なども大きな進展を見せた。しかし三農問題の深層にある農民差別を制度化した
「戸籍制度Jには改革のメスが入っておらず，大きな進展はなかった。三農問題の中心である農民
所得の伸び悩みと都市と農村の所得格差の拡大についても一定の成果を上げたものの，現在中国に
おける農民と都市住民の所得格差が依然として大きく，深刻な社会問題であることが間違いない。
世界銀行が約30カ国のデータを分析した結果，一国における都市・農村の所得格差は1.6:1以下
が望ましい水準で，それを超えると社会が不安定な状況になり易いという (2九現在の中国ではなお
極めて高い水準にあり，格差の縮小にはさらなる努力が必要である。
結びにかえて:今後の展望と課題
以上，近年三農問題をめぐる中国政府の政策動向を取り上げてその効果と課題を検証し，中国の
農村経済に内在する問題点を浮彫りにするとともに，農村経済の構造変化および都市・農村間の格
差の実態の把握を試みてきた。ここでは 一連の分析を通じて観察された結果を要約し，三農問題
の行方を展望してみたい。
1.中国では， 2002年1月の共産党第16期全国代表大会上で， 2020年までに「全面的な小康社会
(ややゆとりある社会)Jの建設が長期目標として打ち出された。それを実現するためには，持続可
能な経済成長への転換及び三農問題(農業・農村・農民)の解決などが求められている。
胡・温政権において，持続的成長及び社会の安定性の観点からも三農問題の解決をすべての政策
課題の中で最重要課題として位置づけており，様々な対策を実施してきた。これにより， 2004年以
降農村住民の一人当たり純収入伸び率が，都市住民の一人当たり可処分所得伸び率とほぼ並ぶ水
準となり，都市・農村の格差拡大に歯止めが掛かつてきている。 2008年には農民と都市住民の所得
格差が過去最大となった2007年の3.3倍から3.17倍に下がり，縮小する方向に転ずる動きが見せた。
これは現政権の一連の「三農問題」対策が一定の成果をあげたと評価できょう。
2.現政権下では農民の経済状況は改善の傾向を見せ，都市・農村の所得格差の拡大ベースは
鈍っているものの，縮小への転換点にはまだたどり着かずにいる.具体的には，近年農村部の所得
増は政府による農民への減税及び直接補助等の支援措置や農産物価格の上昇などによるもので，農
業経営の規模化・効率化 労働生産性の向上が進んでいない。つまり，農家の所得が増加したもの
の，その持続可能性については不確実な側面もあると言わざるをえない。農家所得の大部分が農業
経営収入に依存している現状では 自然災害による減産や市場価格の下落など農家の収入減少，ひ
いて都市・農村の所得格差が再び拡大することもありうると考える O
3. 2008年10月の中国共産党第17期中央委員会第3回総会 (3中総会)では，農村の土地改革な
どの方針を盛り込んだ「農村改革推進の若干の重大問題に関する決定」を採択し農村の土地改革
を推進するとともに，戸籍制度の改革を進み，都市部に定着した農民には戸籍の変更を認め，彼ら
が都市への秩序ある移動を推進する方針を明確にした。今後この改革の実行するに伴い，農業経営
の効率改善，農家所得の持続可能な増加が可能になり，都市部との所得格差も徐々に縮小されると
期待できょう。
しかし今回の改革政策に対して，共産党内部から請負経営権の売買は「土地の私有化につなが
りかねない」という批判も依然根強く存在していること， また地方政府などの既得権益層からの反
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発にさらされる可能性もあると考える。その意味で，農地の流動化を促進する改革を今後政策とし
てどう具体化していくか，まだ不透明な点が多く，今後同問題に対する政府の対応に注視していく
必要がある。
4.上述した土地流動性改革や戸籍制度の抜本改革が順調に進めば，その進展に伴い中国では都
市化(22)が急速に進展する可能性が大きい。農村から都市への人口移動(=都市化)は農村からの出
稼ぎというかたちでなし崩し的に進んでいる。都市部における流動人口は.90年の6.310万人から
08年には1億5.420万人に増大し，流動人口の都市部での滞在期間も長期化している。今後，土地
の集約化の進展によって，大量の「失地農民」が都市へ流入する事態が想定される。
国連の推計によれば，中国の都市化率は09年の48.3%から2025年には56.9%と世界平均を上回り，
2050年には72.9%と現在の先進国平均 (05年で74.0%)へ近づくと予測されている。都市化の進展は，
非農業比率の上昇を通じて，国民所得の一段の向上へ結び、付くとみられる。とりわけ，中国におい
ては，従来，厳格な戸籍制度の運用によって，農民が本来得るべき教育機会や就業機会が失われて
いた現実を考えると，戸籍制度の抜本改革とそれに伴う都市化の進展は，中国農村社会の発展と所
得向上，都市・農村格差の縮小に大きな役割を果たす可能性が高いと予想される。
5. 2008年の金融危機を契機に，中国経済の成長環境が大きく変わり 改革開放以来中国経済を
けん引してきた外需依存・投資依存型成長戦略はすでに陰りが見え始め，消費主導の内需拡大への
方向転換が要求される。今後. 6億余りの農民の所得が向上し，消費市場に本格参入してくるよう
になれば，中国は輸出に依存した経済成長を脱却し自立的な成長を実現であろう。こうした観点
から，中国経済の中長期的な成長を実現するカギは「農村消費市場の活性化」にあると言えよう。
2008年の金融危機以来，中国政府は内需拡大を狙い，農村部を中心に相次ぎ消費刺激策を打ち出
している。消費刺激策の柱は農民がカラーテレビ，洗濯機，携帯電話，パソコンなどの家電製品を
購入する際に政府が販売価格の13%を補助するという枠組みである(いわゆる「家電下郷J)。また
中国政府は最近，総額120億元(約1700億円)以上を投じ，農村部で計40万庖舗の小売り販売網を
年内に構築する計画を表明し(23) 全人口の過半を占める農民の消費拡大に全力を挙げている。その
膨大な潜在需要が顕在化してくることになれば，中国経済ばかりでなく，農業の近代化，都市化の
進展，農民の所得向上による需要拡大など世界経済にも大きな影響を与えると考える。
人
J¥ 
*本稿は，東洋大学2010-11年度海外長期研究の研究成果の一部である。
(1) 1996年，経済学者の温鉄寧博士がそういった問題を「三農」問題として始めて提唱した。 1998年10月
に開かれた共産党第15回党大会第3回中央総会で採択された「農業と農村活動の若干の需要問題に関す
るけって」に次の一節がある。「農業，農村，農民問題は，改革開放と近代化建設の全局に関わる重大な
問題である。農村が安定しなければ国は安定しないし，農民が小康(まずまずの生活)に達しなければ
全国民が小康に到達することもない。農業の近代化がなければ国民経済の近代化もない。」ここでは，中
国政府として始めて中国の農村経済に抱えている問題を「三農」問題，すなわち農業，農村，農民の問
題として捉えている。
(2) 2002年1月の第16回党大会で胡錦涛氏が中国共産党の総書記に選出されたが， 2003年3月の全人代で
温家宝氏が首相として選ばれたため，胡錦涛・温家宝政権が正式に発足したのは2003年3月である。
(3) この点については以下のような見方もある。郡小平や江沢民らと比べて，カリスマ性の面において不
十分と思われる胡錦涛・温家宝政権は効率化を目指す強引な市場化改草を推進することができず， I親民
的」な政治を展開せざるをえない。言い換えれば，社会の平等と安定を重視し，国民の支持を取り付け，
それによって改革を推進していくということである(柄隆 (207))。
(4) 1号文件で農村問題が取り上げられたのは，1982年が最初であった。それから1986年までに5年連続で)
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新年最初の政策発表として，農村改革に関する政策文書が出されたため 11号文件J= 1農村改革に関
する政策」という意味で使われるようになった。 1987年以降は，農村改革が一段落したため， 1号文件
のテーマは農業以外のものに取って代わられた。ちなみに1987年の 1号文件は「国家機関和事業単位工
作人員職務変動後確定職務工資問題的通知」だった。
(5) 土地の所有組織に対して，当該組織の成員が，所有組織に対して土地の分配を請求できる権利と，農
家が実際に分配された土地を使用する権利。
(6) 従来の農村合作医療は集団の資金だけで運営されていたが，農業の低迷に伴い資金調達が困難となり
衰退していたため， 2003年から新農村合作医療が導入された。この制度は，政府の指導の下，農民一人
が年間10元を納めるとともに，各級政府が一人当たり10元を補助し，資金調達を行うこととなっている。
2008年末の時点では，新農村合作医療の加入率は農村人口の9割を超えているという。
(7) 蘇明 (2003)25ペー ジ。
(8) 佐野 (2007)を参照。
(9) 近年，都市化の進展の中で一部の都市では農民を受け入れる枠が設けられ，金持ちになった農民(私
営企業家など)が都市で事業を起こしたり，住宅をかったりすること条件に，都市戸籍を与える。しかし
こうした枠の割り当ては制度的に明確な決まりはなく，その運営も不透明である。結果的に，不正が横
行し，役人の汚職の温床になっている。。0) 詳しくは山口真美 (2009)を参照。
(1) ジニ係数はOと1の間の値を取る統計指標である。 0に近づくほど不平等の度合いが低く， 1に近づく
ほど不平等の度合いが大きいとされている。
同李・羅 (2011)。
同中国では，群衆による事件であり，暴動，騒乱とは異なるとしている。
同 これは価格指数を時系列に図示した際，農産物の価格は下向き，工業製品の価格は上向きに変化し，
鉄のような形が現れる状況。中国語では「勢刀差Jと呼ぶ。
同王 (2006)96ペー ジ。
。紛 Sicular.ed.al (2007) 0 
(17) 厳 (2002)80ペー ジ。
同 エンゲル係数とは，家計(消費支出総額)に占める食料費の割合のことを指す。ドイツの社会統計学
学者であるエンゲルが1857年に発表した論文で，所得水準が高くなればなるほど，この係数は小さくな
ると指摘した(エンゲル法則)。現在でも，生活水準の高低を表す指標の1っとして広く利用されている。
側 KnightとSongは，所得分配教育，医療，住宅などの社会福祉，労働と資本の移動などについて，
マクロとミクロの両面から都市と農村の分断状況に分析し分断の原因，市場経済化過程での変化，効
率と公平への影響などを明らかにした (Knight& Song 1999)。
仰) 人民日報・海外版， 2009年3月5日。
側中国農業部 (2008)12ペー ジ。
同都市の定義は国によって若干異なるが，中国の場合は人口3，000人以上の地域で，かっ非農業就業者比
率が70%以上の地域を都市と定義しており，都市に居住する人口が全人口に占める割合を都市化率とい
っ。
凶日本経済新聞2009年3月25日。
???????????????????????????????????
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